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歳 出 合 計

航空機燃料税
148億円(3.8%)

着陸料等収入
410億円(10.5%)

航行援助施設
利用料収入

636億円(16.2%)

雑収入等
1,546億円(39.4%)

３，９１９億円

羽田空港
502億円(12.8%)

一般空港等
827億円(21.1%)

航空路整備
288億円(7.3%)

空港周辺
 環境対策

  13億円(0.3%)

３，９１９億円

離島航空
 事業助成

  20億円(0.5%)

空港経営
　改革推進 等
33億円(0.8%)

歳 入 合 計

維持運営費等
1,759億円(44.9%)

財投借入金
1,178億円(30%)

財投償還金
343億円(8.8%)

Ⅰ．令和３年度航空局関係予算の基本方針

１

空港整備勘定の歳入・歳出規模（令和３年度予算額）

※雑収入等には令和2年度の歳入猶予分657億円を含む。

・ 航空・空港については、今般の新型コロナウイルス感染症の影響により過去に例を見ない規模
で需要の大きな減少が続いています。

・ こうした状況を踏まえ、令和３年度予算においては、国内外の交流や国民生活、経済活動を支
える航空ネットワークを維持するとともに、2030年訪日外国人旅行者数 6000万人の政府目標の
達成に向け、航空会社・空港会社への支援や、必要な事業を着実に推進します。

（基本方針）

１．航空会社・空港会社への支援と安全・安心な航空輸送の実現
旅客需要が大幅に減少している中、航空ネットワークを維持するとともに、需要回復後のインバ

ウンド受入目標達成に向けた投資等に対する支援の観点から、航空会社の支払う空港使用料や
航空機燃料税について大幅な減免を実施します。

また、同様に厳しい環境に置かれている空港会社に対しても、資金繰りや空港の機能強化につ
いて、無利子貸付（新設）、財政投融資等の活用により支援を行います。

さらに、航空分野における新型コロナウイルス感染症対応を徹底するため、空港等における感染
症防止策の推進等を図るとともに、テロ等の不測の事態にも対応するための航空保安対策の更な
る強化に取り組みます。

２．航空需要の回復・増大への的確な対応による活力ある日本経済の実現
観光先進国の実現や地域活性化に不可欠な交通ネットワークの整備のため、財政投融資も最大

限活用し、拠点空港の機能強化に必要な事業を計画的に推進します。
また、空港における防災・減災、国土強靱化対策の推進等に必要な事業を計画的に実施します。
さらに、操縦士をはじめとする人材の確保・育成等についても引き続き取り組みます。

３．航空イノベーションの推進
ＩｏＴやＡＩの活用等により、世界最高水準の旅客サービスの実現、航空機の効率的な運航等を図

る航空イノベーションを推進するため、感染症リスクを回避したストレスフリーで快適な旅行環境の
実現のための取組「FAST TRAVEL」を推進します。

また、無人航空機を安全に利活用するための登録制度の構築、有人地帯での目視外飛行（レベ
ル４）の実現に向けた環境整備等に取り組みます。

さらに、管制空域の抜本的再編等による管制処理能力の拡大や地上支援業務の省力化・自動化
を図る取組等を推進します。

・成田空港
77億円（2%）

・関西空港等
49億円（1.3％）

・中部空港
8億円（0.2％）



歳　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　出

　 合　　　　計 3,919（ 6,623 ） 合　　　　　計 3,919（ 6,623 ）

（注）　１．雑収入等には、令和2年度の歳入猶予分657億円及び一般会計に計上の工事諸費を含む。

　  　２．「空港等維持運営費等」には、財政投融資等の借入金償還経費を含む。

 　 　３．計数は端数処理の関係で合計額に一致しない。
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1,715 1,836

Ｉ Ｃ Ａ Ｏ 経 費 579 566

操 縦 士 等 の 養 成 ・ 確 保 の 促 進 57 67

小 型 航 空 機 の 安 全 対 策 40 58

次 世 代 航 空 モ ビ リ テ ィの 安全 対策 102 117

580 614 ・

地方航空路線維持・ 活性 化の 推進 35 40

そ の 他 物 件 費 322 373

2,236 2,169

3,950 4,004

2,588 2,637

6,538 6,641

（注）　計数は端数処理の関係で合計額に一致しない。

合　　　　　　　計

航 空 局 政 策 経 費

地 方 航 空 局 経 費

令 和 ３ 年 度
予 算 額

小　　　　　　　　　計

独 立 行 政 法 人 航 空 大 学 校

航空需要回復に向けた空港受入環境
整備等の推進

新感染症防止策のための

受入環境高度化

備           考区　　　　　　　　分
令 和 ２ 年 度
予 算 額

Ⅱ．令和３年度航空局関係予算総括表

１．自動車安全特別会計 空港整備勘定収支

２．一般会計（非公共予算）

２



３

１．航空会社・空港会社への支援と安全・安心な航空輸送の実現

（２）空港機能強化に対する空港会社等支援（無利子貸付の新設）

○コンセッション空港

＜事業の概要＞

３年度予算額 空港整備勘定からの無利子貸付 ３１（－）億円

※（ ）内は前年度予算

国管理コンセッション空港を運営する事業者に対して、空港の機能維持に必要な滑走
路等の整備を支援するため、無利子貸付を実施します。

○成田空港

成田国際空港株式会社に対して、B滑走
路の延伸及びC滑走路の新設等の更なる
機能強化の着実な推進を支援するため、
無利子貸付を実施します。

※無利子貸付のほか、株主（国）への配当金
（２年度歳入予算）の免除を実施

＜事業の概要＞

３年度予算額 空港整備勘定からの無利子貸付 ５０（－）億円

※（ ）内は前年度予算

〇 新型コロナウイルス感染症の拡大により航空需要が激減し、航空会社だけでなく、空港会社
も大きな打撃を受けています。

〇 航空ネットワークの維持を図るとともに、訪日外国人旅行者2030年6000万人の政府目標の
達成などに向け、必要な空港整備事業に対して支援します。

（１）航空会社に対する支援（空港使用料、航空機燃料税の大幅な減免）

○ 航空ネットワークは、公共交通として社会経済活動を支えるとともに、訪日外国人旅行者

2030年6000万人の政府目標など成長戦略の実現に必要不可欠なインフラです。

○ その担い手である航空会社が厳しい経営状況にある中、航空ネットワークを維持するととも

に、ポストコロナを見据えた成長戦略の実現に向け、今後の機材投資等を支援する必要があ

ります。

○ このための支援策として、空港使用料・航空機燃料税の大幅な減免を実施します。

令和３年度に限り、税率を更に1/2軽減

本則 26,000円/㌔㍑

特定離島路線 19,500円/㌔㍑

沖縄路線 13,000円/㌔㍑

平成22年度以前

18,000円/㌔㍑

13,500円/㌔㍑

9,000円/㌔㍑

現行（平成23～令和2年度）

軽減

9,000円/㌔㍑

6,750円/㌔㍑

4,500円/㌔㍑

改正（令和3年度）

更に
軽減

令和３年度の国内線に係る着陸料、停留料、航行援助施設利用料について、合計で約９割軽減

航空機燃料税

空港使用料

【公租公課合計：約１，２００億円の減免】

【減免規模：約３００億円】

【減免規模：約９００億円】



４

（３）財政投融資を活用した空港支援

○関西空港への支援（Ｒ２年度第３次補正予算）

＜事業の概要＞

○ ２０２５大阪・関西万博に向け、関西国際空港の運営権者（関西エアポート（株））は国
際線旅客の急増による国際線施設の狭隘化や開業後２５年の経過により老朽化が進む
ターミナル１（Ｔ１）のリノベーションを予定しています。
○ このＴ１リノベーション事業について、財政投融資を活用した支援により、新関西国際
空港（株）（関西国際空港の設置管理者）を通じて事業費の一部を支援し、万博前の空
港機能強化の取り組みを実現します。

財政投融資

新関西国際空港（株）

（事業内容）

・国際線エリアの増床、保安検査場増床
・国際線・国内線エリアの再配置
・天井改修、エレベーター耐震改修 等

T1リノベーション事業の実施
（関西エアポート（株））

金利負担減の活用 Ｔ１リノベーション事業

国内線エリア移転

国際線エリア一体化・拡大

Before

After

■国際線受入機能の強化【＋250％】

当初計画容量
約1,200万人

18年度 国際線旅客数
約2,100万人 リノベーション後 容量

約3,000万人

■国際線エリアの拡大

国際線出発エリア面積
＋60 ％

10,000㎡ ⇒ 16,000㎡

国際線保安検査場処理能力
4,500
⇒6,000人/時

新型コロナに対する
過密化対策

２年度補正予算額：財政融資 ７２８億円（事業費ベース）

○中部空港への支援

＜事業の概要＞

○ 国際的な人の往来再開も見据え、コロナ対策の観点も踏まえつつ、開業後15年が経過
した第１ターミナルのリノベーション等による機能強化等を支援します。

３年度予算額：政府保証 ２２１億円（事業費ベース）

貸 付

費用の一部負担



（４）新型コロナウイルス感染症防止策

＜事業の概要＞

新型コロナウイルスの感染拡大防止と、航空需要の回復を両立するため、安全・安心な航空輸送の
提供の実現に向け、あらゆる手段による支援を講じます。

２年度第３次補正予算額 非公共予算 ９．４億円
３年度予算額 非公共予算 ３億円
空港整備勘定（一般空港等） ８２７億円の内数
【関連事項】観光庁予算 １３億円の内数

・ 先端技術の導入により、接触機会を減らすことで利用者・サービス提供側双方の感染リスクを低減
するとともに、省人化・自動化により非常時の業務継続性を向上させることで、感染拡大防止と航空
輸送の安定的な供給の両立を目指す。

＜期待される効果＞

航空産業の省人化、省力化、自動化等

・グランドハンドリングなど労働集約的業務の先
端技術による省人化・ 省力化・自動化の推進

５

自動運転トーイングトラクターの導入により
トーイング作業の自動化を実現

過密を避ける環境整備

・ＣＩＱ施設等における感染症対策のた
めの調査・検討

・新感染症の感染拡大防止に資する空港受入環境整備
等の推進

： 検査対象者動線
： 検査非対象者動線

検疫検査場

入国審査場

到着ロビー

税関検査場

手荷物受取場

入国審査場

到着ロビー

税関検査場

手荷物受取場

検査・待機スペース 検疫検査場

【対策前】 【対策イメージ】

陽性者・
有症者

陽性者・
有症者

陰性者

待合スペース等の密集防止 衛生設備の非接触化

保安検査場① 保安検査場② 保安検査場③

旅客動線の管理

混 空

空調・換気設備の機能向上

サーモグラフィー等

空港ビル内における感染リスクを最小化し、需要の回復・増大
に向けて、空港ビル等による受入環境高度化整備を推進

新感染症による影響を踏まえた今後のＣＩＱ整
備等のマニュアル策定について検討を実施

➢待機エリアの確保や動線の分離 等

・国際航空運送事業者等に係る申請等のオン
ライン化

・感染リスクを回避したストレスフリーで
快適な旅行環境の実現

FAST TRAVELの推進により、手続きに係る
時間短縮（混雑緩和）や非接触・非対面化を実現

自動化機器の導入

搭乗関連手続きの円滑化（FAST TRAVEL）

提供：成田国際空港㈱

顔認証による搭乗手続き
の一元化（One ID）



＜事業の概要＞

（５）航空需要回復に向けた空港受入環境整備

● 今後の航空旅客・航空ネットワークの回復・充実に向けて、訪日客の受入再開を見据えた
空港における感染リスクの最小化や「訪日誘客支援空港」に対する運航再開等の支援を実施
します。

○ 感染症対策に資する受入環境整備等の推進

訪日客の受入再開を見据え、空港における感染リスクを最小化し、航空需要の回復・増大に向
けた受入環境整備を推進します。

３年度予算額 非公共予算 ６ （６）億円
空港整備勘定（一般空港等） ８２７（１，１５６）億円の内数

※（ ）内は前年度予算

感染リスクを最小化しつつ航空需要の回復・増大を支援

空港受入環境の整備

②CIQ施設の整備
・空港ビル等によるCIQ施設の整備

①感染リスク最小化のための受入環境整備 （詳細は前頁）
・感染拡大防止と今後の航空旅客の回復増大の両立を図ることを目的とした

受入環境高度化整備
（待合スペース・保安検査場における密集防止等、空調・換気設備機能向上、
衛生設備の非接触化、旅客動線管理システム、検温、殺菌・抗菌関連機器）

６

○ 地方空港における国際線の運航再開等の促進

①国管理空港の国際線着陸料割引

［割引率：１/２以上］

②ｺﾝｾｯｼｮﾝ/地方管理空港の国際線着陸料補助

［補助率：認定区分に応じて２/５, １/３, １/４］

③運航再開等に係る経費支援

・チケットカウンター設置・使用料等
・地上支援業務（グランドハンドリング）、融雪（デアイシング）

経費等
［補助率：認定区分に応じて１/３, １/４ ］

地方空港国際線の再開見通し等を踏まえ見直しを実施

運航再開等の支援

・海外PR等支援 ［観光庁・JNTO］ 等

関係部局・省庁との連携

訪日客の受入再開後においては、地方創生の観点からも、地方への誘客促進が重要です。
このため、「訪日誘客支援空港」に対して、国際線の運航再開等に向けた支援を実施し、航空ネット

ワークの早期回復を図ってまいります。

訪日誘客支援空港

〈拡大支援型〉

静岡、仙台、熊本、茨城、北海道（稚内、釧路、函館、
女満別、帯広、旭川）、高松、広島、北九州、米子、
佐賀、新潟、小松、青森、徳島、鹿児島、南紀白浜、
岡山、山口宇部、松山

計１９空港

〈継続支援型〉

長崎、那覇、大分、宮崎、花巻、福島
計６空港

〈育成支援型〉

松本、下地島 計２空港

※地域の同規模・同期間支援と協調



７

テロ等の脅威に備え、保安検査の一層の厳格化を図りつつ、検査に係る旅客の負担を
抑えるなど、検査の円滑化も確保。

現行の接触検査に代わる
ものとして、自動的に非接
触で人体表面の異物を検

知する装置

＜事業の概要＞

ボディスキャナー

高度な保安検査機器

（６）航空保安対策の強化

ＥＴＤ （蒸散痕跡物等

利用爆発物検査装置）
高性能Ｘ線検査装置

液体爆発物検査装置

機内手荷物用

受託手荷物用

機内持込・受託手荷物のＸ線検査機器のうち、爆発物を自動的に
検知するシステム

期待される効果

３年度予算額 ２５（３２）億円
（ ）内は前年度予算

新型コロナウイルス感染症における航空分野の現状

• 航空会社・空港ビル会社の各業界団体は、新型コロナウイルス対策の今後の持続的な取組を見据え、
感染防止のための自主的な取組として、専門家会議の提言や医療関係の専門家の助言等を踏まえて、
予防ガイドラインを策定（令和２年５月）。

「テロに強い空港」を目指し、全国の空港において従来型の検査機器からボディスキャナーを

はじめとした高度な保安検査機器（爆発物自動検知機器等）への入れ替えを加速度的に促進し、
今後の航空需要の回復・増大に向け、航空保安検査の高度化を図ります。
また、新技術を活用した新たな検査機器の導入を推進します。

サーモグラフィーによる体温測定
（関西空港）

提供：関西エアポート（株）

■ 出発旅客の検温
出発旅客に対しサーモグラフィー等による体温測定を実施。

■ ３密の回避
チェックインカウンターや保安検査場など、列ができる場所では旅
客同士の間隔を確保するよう誘導
空港到着前や非接触によるチェックイン、自動チェックイン機・自
動手荷物預け機の利用を促進

■ 利用者への呼びかけ等
館内アナウンス・ポスター等による手洗いやマスク着用、発熱時
の入館・航空便利用の自粛等の要請
館内への消毒液の設置 等

■ マスク着用等
機内では、会話をなるべく控えることやマスクの着用を要請

■ 必要最小限の機内サービス
機内での食事・飲料の提供は必要最小限に

■ 機内消毒
座席のテーブル、肘掛け、モニター画面やコントローラーなど、
利用者がよく触れる場所の消毒
等

床面マーキングによる一定間隔の確保
（チェックインカウンター）

機内消毒

空港ターミナルにおける利用者向けの主な対策 航空機内における利用者向けの主な対策

会話は控え、マスク着用

機内は常に衛生的で清潔な環境！
○航空機内の空気は、常に機外から
新しい空気を取り入れ、機内で循
環後、機外へ排出することで、約3
分ですべて入れ替わる仕組み。

○機内の空気は、病院の手術室にも
使用されている高性能なフィル
ターでろ過され、常時清潔。



２．航空需要の回復・増大への的確な対応による活力ある日本経済の実現

【令和３年度 主要整備事項】

羽田空港においては、空港機能の拡充や老朽化対策に資する取組を進めています。

令和３年度は、拠点空港としての機能拡充に向けて、羽田空港のアクセス利便性向上を図るための
空港アクセス鉄道の基盤施設整備、航空保安施設及び駐機場の整備を進めるとともに、地震発生後も
航空ネットワークの機能低下を最小限にとどめるための滑走路等の耐震性の強化及び防災・減災に向
けた護岸等の整備を実施します。

また、航空機の安全な運航を確保するための基本施設や航空保安施設等の更新・改良等を実施しま
す。

（１）羽田空港

８

老朽化対策

○ 基本施設や航空保安施設等の更新・改良 等

＜事業の概要＞

３年度予算額 ５０２（７００）億円

※（ ）内は前年度予算

空港機能の拡充

○ 空港アクセス鉄道の整備 ○ 航空保安施設の整備 ○駐機場の整備

○ 滑走路等の耐震性の強化 ○護岸等の整備 等

Ｃ滑走路

Ａ滑走路

第３旅客ターミナルビル

駐機場の整備

滑走路等の耐震性の強化

第２旅客ターミナルビル

第１旅客ターミナルビル

③

①

②

③

③

護岸の整備

護岸の整備

空港アクセス鉄道

① 京急空港線羽田空港第１・第２ターミナル駅引上線の整備

② 羽田空港アクセス線の整備

Imagery©2020DigitalGlobe,Inc.

③

③

③ 航空保安施設の整備



（２）成田空港

令和３年度は、成田国際空港株式会社に対して、無利子貸付金を活用し、B滑走路の延伸
及びC滑走路の新設等の更なる機能強化を支援します。また、第３ターミナルビル増築に伴う
CIQ施設整備、成田空港庁舎耐震対策、航空保安施設の更新等を実施します。

＜事業の概要＞

○会社事業

B滑走路の延伸及びC滑走路の新設等の更なる機能強化を実施し、年間発着回数
50万回の実現に向けて、令和10年度末の完成を目指して整備を進めます。

更なる機能強化

３年度予算額 ７７（３４６）億円
うち空港整備勘定からの無利子貸付 ５０（－）億円

※（ ）内は前年度予算

９

＜参 考＞
○会社事業

令和３年度は、エプロン整備、誘導路整備、第３ターミナルビルの増築等を実施します。

（会社事業）
エプロン整備

成田空港庁舎耐震対策
（管制塔、滑走路等は対策済み）

第１ターミナル

第３ターミナル 第２ターミナル

Ａ滑走路（4,000ｍ）

Ｂ滑走路（2,500ｍ）

第３ターミナルビル増築
（CIQ施設）

（会社事業）
誘導路整備

○国からの支援

財政融資 (4,000億円) (令和2年度)

出資 (300億円) (令和2年度)

財政融資資金

空港整備勘定

成田国際空港株式会社

B滑走路延伸・C滑走路新設
用地取得 等

（事業費：約4,900億円）

無利子貸付金 (50億円) (令和3年度予算額)

令和３年度 主要整備事項



（３）関西空港・伊丹空港

関西空港及び伊丹空港においては、多額の債務の早期かつ確実な返済を図りつつ、関西空港
の国際拠点空港としての機能の再生・強化及び両空港の適切かつ有効な活用を通じた関西圏に
おける航空輸送需要の拡大を図るため、平成２８年４月から運営権の設定（コンセッション）により
関西エアポート株式会社による運営が開始され、民間の創意工夫を活かした取組が推進されてい
ます。
令和３年度は、両空港における航空機の安全な運航を確保するために航空保安施設の更新等

を実施します。

＜事業の概要＞
３年度予算額 ４９（７７）億円

※（ ）内は前年度予算

【大阪国際空港（伊丹空港）】【関西国際空港】

一期空港島

二期空港島

防災機能の強化
（関西エアポート(株)実施・

新関西国際空港(株)１／２負担）

Ｂ滑走路(4,000m)
(平成19年8月2日供用)

Ａ滑走路(3,500m)
（平成6年9月4日供用）

航空保安施設の更新等

１０

（４）中部空港

中部空港においては、完全２４時間化の実現のため、地元関係者の一層の努力により、
需要の更なる拡大を図るとともに、戦略的に施設のフル活用を図っていくことが重要な課
題です。
令和３年度は、航空機の安全な運航を確保するための航空保安施設の更新等を実施

します。
また、中部圏の航空需要の更なる拡大と現施設のフル活用を図るための検討を実施し

ます。

＜参 考＞
○会社事業
令和３年度は、第１旅客ターミナルビルリノベーション事業及び防災システム等の老朽化したシステムの更
新等を実施します。

＜事業の概要＞
３年度予算額 ８（２０）億円
調査費０．３（０．３）億円を含む

※（ ）内は前年度予算

航空保安施設の更新等
Ｂ滑走路(3,000m)

(昭和45年2月5日供用)

Ａ滑走路(1,828m)
（昭和33年3月18日供用）

ターミナル改修
（関西エアポート（株）実施）

滑走路(3,500m)
(平成17年2月17日供用)

【中部国際空港】

航空保安施設の更新等
ＬＣＣ専用ターミナルビル
(令和元年9月20日供用)

大規模展示場
(令和元年8月30日供用)

(愛知県)

＜参 考＞
○会社事業
令和３年度は、関西エアポート社により、伊丹空港においてターミナル改修等を実施します。また、関西空港において、
国際線の増便に向け、第１ターミナルの改修を実施するとともに、平成３０年９月の台風２１号による浸水被害を踏まえ
た防災機能の強化を引き続き推進します。

ターミナル改修
（関西エアポート（株）実施）



（５）一般空港等

３年度予算額 ８２７（１，１５３）億円

※（ ）内は前年度予算

２７００ｍ
×６０ｍ １

３
１
０

ｍ
増設滑走路2,500m

現滑走路2,800m

国内線ターミナル

国際線ターミナル

空港の利便性向上を図るため、那覇空港等において、ターミナル地域の機能強化、エプロ

ン、誘導路等の整備を実施します。

福岡空港については、滑走路処理能力の向上を図るため、滑走路増設事業を引き続き実施します。

〇ターミナル地域の機能強化等

福岡空港滑走路増設事業

〇滑走路増設事業

＜事業の概要＞

那覇空港 国際線ターミナル地域再編事業

那覇空港では、観光客の増加に伴い、バ

ス、タクシー、レンタカー送迎車、一般車

等による構内道路の混雑が深刻化している

ため、国内線ターミナルビル前面の高架道

路（ダブルデッキ）を国際線ターミナルビ

ル前面まで延伸することで混雑解消等を図

ります。

新千歳空港 受入機能強化

国内線
ターミナルビル

B滑走路

A滑走路

D誘導路

誘導路複線化
（末端取付誘導路）

誘導路複線化
（平行誘導路）

デアイシングエプロンの整備

✈

✈
✈ ✈

✈✈
✈

６

際内連結
ターミナル

国内線
ターミナルビル

国際線
ターミナルビル

既存の高架道路
（国内線ビル側） 高架道路の延伸

○供用開始予定日 ： 令和７年３月末※

※航空法第４０条に基づく告示

○総事業費 ： 約１,６４３億円

○３年度事業内容 ：

用地造成、

滑走路・誘導路・エプロン新設、

無線施設整備 等

● 空港のゲートウェイ機能を発揮していくため、福岡空港の滑走路増設事業、ターミナル地域
の機能強化等を実施するとともに、ＣＩＱ施設等については、新型コロナウイルス感染症の状
況を踏まえ、空港における感染リスクの最小化を検討しつつ、今後の航空需要の回復及び増
加に対応するための受入環境整備を推進します。

１１

新千歳空港では、冬期における航空機の

欠航や遅延等が課題となっており、航空機

や除雪車両の混雑を緩和し、駐機場への引

き返しを少なくするため、誘導路複線化や

滑走路端近傍のデアイシングエプロン整備

等を行い、道内の拠点空港として必要な受

入機能強化に向けた取組を推進します。



●航空の安全・安心を確保するため、空港における防災・減災、国土強靱化を推進するととも

に、滑走路端安全区域の整備を着実に実施します。

１２

航空機がオーバーランまたはアンダーシュートを起こした場合の航空機の損傷軽

減対策として、ＩＣＡＯ(国際民間航空機関)勧告を踏まえた改正国内基準に基づき、

着陸帯両端に安全確保のために設けることとされている滑走路端安全区域（ＲＥＳ

Ａ）の整備を着実に実施します。

〇 滑走路端安全区域の整備

【オーバーラン事故の例】
事故概要

・平成25年8月5日 新潟空港着陸時に発生

・RESA内で停止したため、人的被害無し

：原則範囲

：可能な限り用地の確保に努める範囲
※計器着陸用滑走路1,200m以上の場合

・RESAの長さおよび幅(国内基準_H29年4月改訂)

着陸帯

Ｗ

着
陸
帯
幅

２Ｗ

６０ｍ

２４０ｍ

９０ｍ

2
8

滑
走
路
幅 過走帯

「国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）」等に基づき、定期的な点検等により劣

化・損傷の程度や原因を把握し、老朽化の進んでいる施設について効率的かつ効果的な

更新・改良を実施します。

（老朽化した滑走路舗装の改良）（基本施設点検実施状況） （航空保安施設点検実施状況） （老朽化した

〇 空港の老朽化対策

空港監視レーダーの更新）

近年の気象の変化や長期的な気候変動等を踏まえ、台風や豪雨に備えた浸水対策等を

行うとともに、地震災害時において、緊急物資等輸送拠点としての機能確保、航空ネット

ワークの維持等を図るために必要となる基本施設等の耐震対策を実施します。

〇空港の防災・減災対策

・耐震対策

非液状化層

液状化層

液状化層の地盤改良対策により、
舗装の損壊を防止

（地盤改良）

・浸水対策

（排水機能の強化）（着陸帯の冠水状況）



１３

（６）空港経営改革の推進

民活空港運営法に基づき民間による一体経営（航空系事業と非航空系事業の経営一体化）を

実現し、着陸料等の柔軟な設定等を通じた航空ネットワークの充実、内外の交流人口拡大等に

よる地域活性化を図ります。

特に、新潟・大分・小松空港について資産調査を実施し、運営委託手法等の検討等を進め、

他の国管理空港についても自治体・民間事業者から得られた運営形態や経営手法に関する意
見・提案を踏まえ、民間事業者への運営委託手法等の検討等を進めます。

また、空港コンセッション検証会議の開催により、これまで実施してきた空港コンセッショ
ンの制度等を検証し改善策を検討することで今後の空港コンセッションの更なる推進を図りま
す。

＜事業の概要＞

空港運営民間委託スキーム

３年度予算額 ３（ ４）億円

※（ ）内は前年度予算

空港と周辺地域との調和ある発展を図るため、騒防法に定める特定飛行場の周辺地域につ
いて、騒音激甚区域からの移転補償、緩衝緑地帯の整備、学校等の教育施設及び住宅の防音
工事等の補助を推進し、航空機騒音による障害の防止・軽減、生活環境の改善を進めます。

Lden：航空機騒音のレベルを評価する尺度

（注）特定飛行場：国管理の事業対象空港 函館、仙台、東京国際、新潟、松山、高知、福岡、熊本、大分、宮崎、鹿児島、那覇

概ね

Ｌｄｅｎ６２ｄ
Ｂ以上（第１種区域）

Ｌｄｅｎ７３ｄ
Ｂ以上（第２種区
域）

Ｌｄｅｎ７６ｄ
Ｂ以上（第３種区域）

Lden
57dＢ

Lden
76dＢ

Lden
73dＢ

Lden
62dＢ

第１種区域（Lden６２dＢ以上）
・住宅の防音工事、空調機器の更新に
対する補助
・生活保護世帯等に対する防音工事で
設置した空調機器稼働費の補助

第２種区域（ Lden７３dＢ以上）
・土地の買入や建物等の移転補償

概ねLden５７dＢ以上の区域
・学校、病院等の防音工事、空調機器
更新に対する補助
・共同利用施設整備に対する補助

第３種区域（ Lden７６dＢ以上）
・騒音軽減効果のある緩衝緑地帯の整備

＜事業の概要＞
３年度予算額 １３（１７）億円

※（ ）内は前年度予算

（７）空港周辺環境対策事業

【仙台空港】
東急前田豊通ｸﾞﾙｰﾌﾟが設立した新会社（SPC：仙台国際空港株式会社）による運営を開始
（平成28年7月）

【高松空港】
三菱地所・大成建設・ﾊﾟｼｺﾝｸﾞﾙｰﾌﾟが設立した新会社（SPC：高松空港株式会社）による運営を開始
（平成30年4月）

【福岡空港】
福岡ｴｱﾎﾟｰﾄHDｸﾞﾙｰﾌﾟが設立した新会社（SPC：福岡国際空港株式会社）による運営を開始
（平成31年4月）

【北海道内７空港】
北海道エアポートグループが設立した新会社（SPC：北海道エアポート株式会社）により令和2年1月
から7空港一体のビル経営を実施しており、6月の新千歳を皮切りに順次、空港運営事業を開始予定
（北海道内７空港：新千歳、稚内、釧路、函館、旭川、帯広、女満別）

【熊本空港】
MSJA・熊本ｺﾝｿｰｼｱﾑが設立した新会社（SPC：熊本国際空港株式会社）による運営を開始
（令和2年4月）

【広島空港】
令和3年7月からの運営委託に向けて、令和2年9月に優先交渉権者（MTHSコンソーシアム）を選定し、
令和2年12月に優先交渉権者が設立した新会社（SPC：広島国際空港株式会社）と実施契約を締結

運営委託の状況



１４

（８）地方航空路線維持・活性化の推進

＜事業の概要＞

＜事業の概要＞

離島航空路線は内陸路線に比べ旅客需要が小さく、運航距離が近距離でコスト面で割高である上、
人口減少、経済力の低下等により、離島航空路線をとりまく環境はますます厳しい状況にあります。

このため、離島住民の日常生活に不可欠である離島航空路線の維持及び安定運航の確保のため、
航空機購入費への補助を引き続き実施します。

生活交通の存続が危機に瀕している地域において、地域の特性・実情に最適な移動手段が提供
されるよう、「地域公共交通確保維持改善事業」により、離島航空路の運航費補助、離島住民運賃
割引補助を着実に実施します。

（９）離島の航空輸送の確保

【関連事項】 地域公共交通確保維持改善事業 （総合政策局予算）

地域航空は、地方創生や地元住民にとっての重要な生活の足であるといった観点から路線の維
持・活性化が期待されていますが、地域航空会社の脆弱な経営基盤、少数機材運営による高コスト
構造等様々な課題を抱え、地域航空を取り巻く状況は極めて厳しいものとなっています。

地域航空を持続可能なものとするためには、スケールメリット創出のため系列等の枠を超えて、１
社化（合併）又は経営統合を見据えた新たな協業に取り組むことが重要です。このため、九州地域
において地域航空サービスアライアンス有限責任事業組合（EAS ＬＬＰ）が設立されました。

地域航空会社の新たな協業体制を確立していくにあたっての課題の整理等や、航空機整備部品
の管理体制の最適化について調査することで、地方航空路線の維持・活性化を推進します。

３年度予算額 非公共予算 ３５（４０）百万円
※（ ）内は前年度予算

３年度予算額 ２０（６）億円
※（ ）内は前年度予算

３年度予算額（一般会計） ２０６ （２０４）億円の内数
※（ ）内は前年度予算

・地域航空会社の新たな協業体制を確立していくにあたり、課題整
理等を行うとともに、国や地域の関係者が一体となって地域航空を
支援する方策を検討するために必要な調査を行います。

・地域航空会社全体で保有する整備部品点数の最適化を実
施するとともに、整備部品の種類に応じた最適な管理体制の
検討を行います。

持続可能な地域航空の実現に向けた担い手のあり方に係る調査

航空機整備部品の管理体制の最適化に係る調査

地域航空サービスアライアンス有限責任事業組合（EAS LLP）
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（１０）操縦士・整備士の養成・確保対策

＜事業の概要＞

新型コロナウイルス感染症の拡大により航空事業は大きく影響を受けている状況ですが、
現在主力となっている50代の操縦士・整備士の将来における一斉大量退職が見込まれている
こと、操縦士が航空会社の機長として第一線で活躍するまでに約10年の訓練期間を要するこ
と等を踏まえると、操縦士・整備士を着実に養成・確保していくことが極めて重要です。

このため、平成３０年度入学生から開始した航空大学校の養成規模の拡大（７２人→１０８人）に対
応した訓練を着実に実施するほか、民間と連携した操縦士・整備士の効率的な養成・確保を促進す
るため、操縦士の資格切り替え制度及び訓練課程に関する調査等の取組を推進します。

民間と連携した操縦士・整備士の養成・確保の促進
３年度予算額 非公共予算 ５７（６７）百万円

※（ ）内は前年度予算

(独)航空大学校における操縦士の着実な養成

○平成３０年度入学生から開始した
養成規模の拡大 （７２人→ １０８人）
に対応した訓練の着実な実施。

３年度予算額 非公共予算 ２，５８８（２，６３７）百万円

※（ ）内は前年度予算

○回転翼機操縦士の訓練効率化に関する調査

操縦士資格の合理的な切り替えによる外国人操縦士の
確保の促進

准定期運送用操縦士保有者に対応した訓練課程の構築
による機長の円滑な養成

回転翼機操縦士の訓練を、需要の変化に対応し、安全
性を確保しつつ効率的に実施するための方策を検討し、
高い技量を有する回転翼機操縦士の養成・確保を促進

整備士の養成・確保における外国人材の採
用・育成のスキームを構築し、特定技能外国
人整備士の養成及び長期的な確保を促進

○操縦士の資格切り替え制度及び訓練課程に関する調査

○特定技能外国人整備士の受け入れ拡大に関する調査

模擬飛行装置による訓練

回転翼機の模擬飛行装置の例
出典：ｴｱﾊﾞｽ・ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰｽﾞ・ｼﾞｬﾊﾟﾝ

航空機整備作業の例（主脚の交換、電子装備品の交換・調整）

訓練機 教官
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（１）次世代航空モビリティの安全対策

＜事業の概要＞
３年度予算額 ４０（８６）億円

３年度予算額 非公共予算 １０２（１１７）百万円
※（ ）内は前年度予算

＜主な特長＞
・ 電動であり、運航コスト
が低いと試算されている
ことから、多頻度運航が
期待される。

・ 垂直に離着陸を行うこ
とにより、離発着場所を
柔軟に設定可能と期
待される。

“空飛ぶクルマ” （イメージ）

〇都市部での送迎サービス、離島・山間部の新たな移動手段などにつながると期待される“空飛ぶ
クルマ”の事業開始（令和５（２０２３）年目標）に向け、官民の関係者と、機体及び運航の安全基
準、操縦者の技能証明基準などの制度整備のための検討・調査を実施します。

○ 次世代航空機の社会実装に向けた環境整備の推進

＜主な検討・調査項目（イメージ）＞

・国内外の機体の開発データ／事故データの収集・分析
・操縦者・整備者の技能証明の諸外国等への調査

・「空の移動革命に向けた官民協議会」の下に、実務者による
機体の安全性確保、操縦者の技能証明、運航安全基準、の
検討の場を設置（令和２年８月）。
・検討結果を踏まえ、制度整備等のための検討・調査を実施。

・登録をできるだけ簡便で申請者負担の少ない手続とす
るためのオンラインシステムを構築。

○ 空港に侵入する無人機への対処能力の強化

・空港周辺を飛行する無人機の検知等を行うシステム
を整備。
・より高機能な検知システムの構築に向けた検討・調査。

① 所有者情報の管理
② 所有者情報と機体を紐付
ける識別情報の付与

③ 本人確認機能
④ セキュリティー機能
⑤ システムの多言語化 等

対策① 空港で機体の検知等を行うシステムを整備 対策② 機体から所有者等を把握するためのシステムを整備

〇空港で機体の検知等を行うシステムを整備・強化するとともに、令和２年６月の航空法改正により
創設することとされた、無人航空機の登録制度のためのオンラインシステムを整備することにより、
空港に侵入する無人機への対処能力を引き続き強化します。

・令和元年度に策定された「制度設計の基本方針」を基に制度の具体化、技術要件等の確立のための検討・調査を実施。
・加えて、レベル４の実現に対応した機体認証、操縦ライセンスの情報管理等のためのシステムを整備。

＜レベル４の実現に向け、新たに設ける制度＞

○ 有人地帯での目視外飛行（レベル４）の実現

レベル４のイメージ

〇物流、農林水産業、インフラ維持管理や災害対応など幅広い用途に無人航空機を有効活用できる
よう、有人地帯での補助者なし目視外飛行（レベル４）の実現（令和４（２０２２）年度目途）に向け、制
度整備の具体化のための技術要件等の確立及び環境整備を推進します。

【レベル４】
有人地帯（第三者上空）での
目視外飛行（補助者の配置なし)

（システム機能のイメージ）

（例：操縦ライセンス制度のイメージ）

○機体認証制度

・・・機体の安全性の検査等

○操縦ライセンス制度

・・・安全に飛行できる能力の判定等

○運航管理ルール

・・・事故報告等

〇サブオービタル飛行（※）に使用する空港等の
離着陸要件等の調査を実施します。
（※）地上から出発し、高度100km 程度まで上昇後、地上に

帰還する飛行

３．航空イノベーションの推進



（２）航空路整備事業

１７

３年度予算額 ２８８（３７５）億円
※（ ）内は前年度予算＜事業の概要＞

航空交通の安全確保を最優先としつつ、首都圏などの混雑空港・空域における航空交通容量の

拡大を図り、より効率的かつ効果的な管制サービスを提供するため、引き続き管制施設、航空保安

施設、通信施設等の性能を確保するとともに、管制空域の抜本的再編や航空保安システムの高度

化を推進します。

準天頂衛星 準天頂衛星

視界不良時には低高度まで降下ができない 従来よりも着陸を判断する高度が低くなる

GPS
３号機 ６号機 ７号機

航空路管制空域において空域を上下に分離する抜本的再編を行い、管制処理能力の向上を図り

ます。

令和３年度は、東日本空域の上下分離に必要となる航空路管制卓や遠隔対空通信施設等の整備

を行います。

航空路管制空域の再編整備事業（空域の上下分離による処理容量の拡大）

・巡航機が中心となる「高高度」

・近距離及び空港周辺の上昇降下機

に専念する「低高度」

に上下分離

衛星航法サービスの高度化

着陸やり直し

着陸！

精度：低滑走路等が見えない

現在の性能

精度：高

衛星補強信号
（GPS誤差補正信号）

就航率の向上

性能向上後（令和７年度～）

就航率の向上を図るため、衛星航法システムの性能向上を行い、視界不良時において現状より
滑走路近くまで航空機の進入を可能とします。
令和３年度は、引き続き衛星航法の精度や安全性を向上させるための施設整備を行います。

GPS

航空路管制卓 遠隔対空通信施設

「巡航」＋「上昇降下」 →「巡航」
（航空路空域） （高高度空域）

（低高度空域） （低高度空域）
→ 「上昇降下」

神戸管制部 福岡管制部
東京管制部

札幌管制部

東日本上下分離（令和７年度～）

西日本低高度（神戸管制部）

西日本高高度（福岡管制部）

東京管制部
札幌管制部

西日本低高度（神戸管制部）

高高度（福岡管制部）

東日本低高度
（東京管制部）

西日本上下分離（令和４年度～）現状

【現行イメージ】 【上下分離イメージ】

〔神戸〕 〔福岡〕 〔東京〕 〔札幌〕 〔西日本 神戸〕 〔東日本 東京〕

３号機

滑走路等視認



１８

（３）地上支援業務等への先端技術の導入促進（再掲）

技術開発と並行して、インフラ整備の必要性の確認や新技術に則した運用ルールの策定を
行うことによる新技術実用化までの期間の短縮。

３年度予算額 １．４（３）億円
※（ ）内は前年度予算

✈

✈

エリアごとで
課題抽出！

車両データや実験データを取得し、
導入モデルを構築

特定条件下の完全自動運転※

に関する実証実験
＜Ｒ３年度より実施予定＞

トーイングトラクター

ランプバス

【遠隔監視】

【無人車両】

条件付自動運転※

＜Ｒ２年より導入開始＞

（※補助者としてドライバーが同乗）

導入までの
プランニング

令和７（2025）年までに地上支援業務の自動化・効率化に資する無人車両技術を導入するため、必
要となる要件（車両技術、インフラ、運用ルール）を整理した導入モデルを構築するとともに、インフラ
や運用ルールの課題を抽出します。また、空港除雪の省力化・自動化に向けた調査を実施します。

空港運用への無人車両技術の導入

空港除雪の省力化・自動化

・ 「積雪」「降雪」下における機器の作動状況を確認
・ 試験車両による実証実験実施

【試験車両による実証実験】

（※特定の場所や道路において、自動運転
システムが全ての運転操作を実施）

＜Ｒ３年度実施予定＞

⇒運用上の課題抽出、対策を検討

新型コロナウイルスの感染拡大防止と航空輸送の安定的な提供を両立するため、地上支援業務
（グランドハンドリング）について、先端技術等の活用による省人化・省力化・自動化を実現するため
の調査を実施します。

【現状：労働集約型】 【実現後：省人化・省力化】

（例．手荷物の搭降載の効率化）

地上支援業務への先端技術等の導入

地上支援業務の自動化・効率化

（４）国産旅客機の開発に伴う安全性審査

＜事業の概要＞

国産旅客機について、我が国には設計国政府としての確実な安全性審査が求められています。
このため、設計国政府としての安全性審査手法を確立し、設計資料の書類審査等、安全性の審査
を適確に実施することにより、市場への円滑な投入・外国への輸出を支援し、航空機産業の振興に
も寄与していきます。

３年度予算額 非公共予算 ８２（１３２）百万円
※（ ）内は前年度予算



１９

（５）小型航空機に係る総合的な安全対策の強化

近年の小型航空機による航空事故件数 近年の小型航空機による死亡者数

＜事業の概要＞

近年の小型航空機の事故の頻発を受け、平成２８年１２月から 「小型航空機等に係る安全推進委員会」を
定期的に開催し、有識者等の意見を踏まえながら安全対策の実施及び今後の方針を検討しています。「先進
的な技術の活用」「操縦士に対する指導監督の強化」 「安全情報発信強化」の今後の方向性を踏まえて具体
的な安全対策を推進し、自家用等の小型航空機の安全性向上の実現を図ります。

小型航空機の事故が頻発

３年度予算額 非公共予算 ４０（５８）百万円
※（ ）内は前年度予算

小型航空機等に係る安全推進委員会

簡易型飛行記録装置 操縦士向け安全啓発教材

(2) 先進的な技術の活用 (3) 操縦士に対する指導監督の強化 (4) 安全情報発信強化

安全情報の発信を強化（効果
的な教材コンテンツを作成）

安全対策の全体像

(1) 小型航空機等に係る安全推進委員会・基礎情報の収集分析

〇 平成２７年７月２６日、自家用

機が調布飛行場を離陸した
直後、住宅に墜落。機長等２
名死亡。住宅１棟が全焼し、
住民１名死亡。

平成２７年以降、小型航空機の
事故が社会問題化

最近においても小型航空機の事故が継続

○ 令和2年2月1日、警察所属
の回転翼航空機が不時着し
機体が損傷（重傷4名・軽傷3
名）

○令和元年10月20日、超
軽量動力機が墜落し炎
上（１名死亡、１名軽傷）

小型機用簡易型飛行記録装
置の実証実験を実施し活用策
の取りまとめ

山岳地帯での物資
輸送、洋上風力発電
施設への作業員輸
送等における新たな
安全確保

作業員輸送（つり下げ）

基礎調査の収集分析

【関連事項】FAST TRAVELの推進（観光庁予算）

○ 世界最高水準の空港利用者サービスを提供するため、先端技術の活用等により、旅客が行う諸手続きや空港内の
動線を一気通貫で高度化することにより、手続きを迅速化する。
[補助対象事業者：空港ビル会社、空港会社等（補助率1/2)]

チェックイン→搭乗までの自動化機器を顔認証システムで一元化（One ID化）
顔写真を登録した以降の手続きではパスポートや搭乗券の提示が不要となり、いわゆる「顔パス」で通過可能

【搭乗関連手続きの円滑化】
ストレスフリーで快適な旅行環境実現のため、自動手荷物預機、スマートレーン等の自動化機器の導入や顔認証技術を活用した
本人確認システムの導入を促進。旅客の待ち時間の短縮や手続きの非接触・非対面化等、旅客利便増進に取り組む。

搭乗関連手続きの円滑化 航空保安検査の円滑化

【旅客動線の合理化・高度化】

○ チェックインカウンターを航空会社で共用化するシステムや、手荷物検査を手
荷物預け後に実施するシステム(インラインスクリーニングシステム)の導入によ
り、地方空港における旅客動線を合理化し、手続きに係る時間を短縮。

○ 上質なサービスを求める観光客の誘致に向け、ビジネスジェット
旅客専用の待合スペース、ＣＩＱカウンター等を確保し、プライ
バシー・迅速性を重視する旅客ニーズに対応。

提供：成田国際空港(株)提供：ボンバルディア

３年度予算額 １３（３２）億円
※（ ）内は前年度予算



【令和３年度航空局税制改正】

航空機燃料税の更なる軽減

〇現下のコロナウイルスによる影響に鑑み、令和３年度まで適用されている軽減措置から更に
軽減する。
〇航空機燃料譲与税として地方公共団体へ譲与する割合を引き上げる。

（令和３年度に限る）
【軽減内容】
本 則 ： 18,000円/kl→9,000円/kl

離島路線 ：13,500円/kl→6,750円/kl
沖縄路線 ： 9,000円/kl→4,500円/kl
航空機燃料譲与税の割合： 2/9→4/9

空港内において使用される特殊車両に係る軽油引取税の課税免除の特例措置 【延長】
（軽油引取税）

・一定の空港内において使用される特殊車両の動力源に係る軽油引取税の課税免除の特例
措置の適用期限を ３年間延長する。

（令和５年度まで）

２０

【令和３年度航空局関係組織・定員措置の概要】

新型コロナウイルス感染症拡大防止と航空需要の回復を両立させる新しい社会を支える
航空輸送の提供をめざすとともに、航空イノベーションの推進等新たな行政課題に対応す
るため、以下の項目を重点に体制強化を図ります。

定員措置［ 163人 ］ ＊「ＷＬＢのための定員」21人を含む

Ⅰ．新型コロナウイルス感染症等に対応した安全・安心な航空輸送の実現（17人）

○ウィズコロナ、ポストコロナのための体制強化

○航空保安対策の更なる強化のための体制強化 等

Ⅱ．航空需要の回復・増大への的確な対応による活力ある日本経済の実現（23人）

○近畿圏・中部圏空港の機能強化に向けた体制強化

【組織】航空局 航空ネットワーク部「近畿圏・中部圏空港課」の設置

○空港利用環境の充実・高度化のための体制強化 等

Ⅲ．航空イノベーションの推進等横断的課題への対応（123人）

○航空イノベーション、環境、物流等横断的課題に取り組むための体制強化

○次世代航空モビリティの社会実装等に向けた体制強化

○全国的な空域再編に伴う管制業務実施体制の強化 等



（参考資料）
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（注）１．計数は端数処理の関係で合計額に一致しない。

２．雑収入等には、令和２年度の歳入猶予分657億円を含む。

３. は令和３年度に限り、税率をさらに１／２軽減

航空事業者等

雑収入等

空港整備勘定
空港関係
都道府県

空港関係
市町村

（単位：億円）

令和３年度予算額 ３，９１９億円

１／５ ４／５

５／９

航空機燃料税

１，５３１

空港使用料

着陸料等
航行援助施設利用料

１，０４６

一般会計

航空機燃料税
１４８

一般財源
１５

本則 26,000円/kℓ → 18,000円/kℓ → 9,000円/kℓ
離島路線 19,500円/kℓ → 13,500円/kℓ → 6,750円/kℓ
沖縄路線 13,000円/kℓ → 9,000円/kℓ →  4,500円/kℓ

航空機燃料譲与税

空港整備勘定のしくみ

首都圏空港（羽田･成田）の空港処理能力の増加について

２２

４／９

財政投融資

１，１７８



２３

空港別の入国外国人数（令和元年）

成 田

約898万人
29%

羽 田

約429万人
14%関 空

約838万人
27%

中 部

約178万人
6%

福 岡

約214万人
7%

新千歳

約173万人
6%

那 覇

約165万人
5%

地方空港

約169万人
5.5%

約3,064万人

（出典）法務省「出入国管理統計」より航空局作成
※地方空港＝主要７空港（羽田、成田、関空、中部、新千歳、福岡、那覇）を除く空港

空港からの入国外国人数

地方空港の内訳

鹿児島 約18万人 0.6%

仙台 約13万人 0.4%

高松 約13万人 0.4%

北九州 約12万人 0.4%

富士山静岡 約12万人 0.4%

岡山 約9万人 0.3%

広島 約9万人 0.3%

佐賀 約9万人 0.3%

函館 約8万人 0.3%

その他 約67万人 2.2%

出典：空港管理状況調書（国土交通省航空局）
※発着回数は着陸回数の２倍
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２４

R2.1～ ７空港一体のビル経営開始
R2.6～ 新千歳空港
R2.10～ 旭川空港
R3.3～ 稚内・釧路・函館・

帯広・女満別空港

滑
走
路
・ビ
ル
の
資
産
調
査

（
デ
ュ
ー
デ
ィ
リ
ジ
ェ
ン
ス
）

民
活
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【全体スケジュール（予定）】 個別空港ごとの取組

仙台空港 H25 H25.11～ H26.4 H26.6～ H28.7～

高松空港 ～H26 H27.10～ H28.7 H28.9～ H30.4～

福岡空港 ～H27 H28.7～ H29.3 H29.5～ H31.4～

北海道内７
空港

～H29 H29.7～ H30.3 H30.4～

熊本空港 ～H29 H29.6～ H30.1 H30.3～ R2.4～

広島空港 ～H29 H29.10～ H31.3 R1.6～ R3.7～

国管理空港の運営委託（コンセッション）に関する検討状況

２．資機材の共通化等による生産性の向上

①外国人材の確保
②採用拡大及び離職率低下に向けた取組
③人材育成の共同化推進

①資機材の共通化、共有化の推進
②先進機器の導入による効率化
③空港の運用改善による効率化

３．グランドハンドリング業界の構造改善

人材不足
・採用難
・厳しい労働環境、高い
離職率
・長い訓練期間
研修期間例）
機体のプッシュバック: 11週間
ボーディングブリッジ装着: 6週間
給油業務：1年

・系列を超えた需給調整の
仕組みが不在

事業者間の連携欠如

問題の所在

・各社が資機材を所有、
ピーク時に資機材が不足
する等の非効率が発生

・チームがシフト制で勤務、他
空港への応援派遣など柔
軟な対応は困難

※事業者の売り上げは増加傾向

①系列を超えた調整メカニズムの構築
②空港管理者等とグラハン各社との提携強化
③業務プロセスの共通化
④業界自らによる将来への投資促進

個社の取組に加え、共通化等による
系列を超えた体制強化の実現が必要

１．人材確保、教育の強化

５年間の外国人材の受入数
（ 2019年～2023年）
○特定技能制度：2000人
○技能実習制度その他：2000人
⇒4000人を受入

業務の効率化・省人化
（2019年～2023年）
○1人あたりの生産性10%向上

KPI

KPI

グランドハンドリングアクションプラン（令和２年１月策定）



２５

グランドハンドリングアクションプラン（令和２年１月策定）

①資機材の共通化、共有化の推進
・共通仕様の資機材を空港会社等が一元的に保有
する「グラハン資機材共有化スキーム」を構築
【航空局、事業者、空港会社等】

②先進機器の導入による効率化
・自動運転ランプバス等先進技術の
導入【航空局、事業者】

③空港の運用改善による効率化
・資機材の配置スペース確保 【航空局】
・空港間応援派遣を円滑にするための制限区域内
運転試験等の多頻度化、多言語化 【航空局】
・ハイドラントの整備やデアイシング体制の一元化等
生産性向上のための検討 (新千歳空港等)
【航空局、事業者、空港会社等】

２．資機材の共通化等による生産性の向上 ３．グランドハンドリング業界の構造改善

①系列を超えた調整メカニズムの構築
・本省・本社で開催する国際線誘致対策会議や
空港ごとの対策会議を通じたグラハン各社間の連
携強化、不調回避メカニズム構築
【航空局、事業者、空港会社等】

②空港管理者等とグラハン各社との提携強化
・ポートセールスを行う空港管理会社・空港運営権者等
とグラハン各社の提携強化による総合力向上
【航空局、事業者、空港会社等】

③業務プロセスの共通化
・給油業務・航空貨物業務等について、会社ごとの
作業手順の相違を検証し、規格化に向け検討
【航空局、事業者等】

④業界自らによる将来への投資促進
・インバウンドの現状及び将来に関する情報共有を
強化し、グラハン各社の自主的な投資判断を促進
【航空局、事業者、空港会社等】

本アクションプログラムに記載の事項については、取組状況のフォローアップを行うとともに、必要な取組については追加していくものとする。

自動走行トーイングトラクター
（成田空港等）

１．人材確保、教育の強化

①外国人材の確保

○特定技能関係 ―5年間で2000人規模
・特定技能制度の新規導入【航空局】
第１回試験

東京 ：令和元年11月15日
フィリピン(マニラ)：令和元年11月23日
第２回試験

東京 ：令和２年 2月18日
・試験規模、受入対象国、対象業務の拡大
【航空局】

○技能実習その他 ―5年で2000人規模
＜技能実習制度＞
ミャンマー以外の送り出し国の追加、実施企
業の拡大、ケータリング等対象業務の追加
【航空局】

＜その他の在留資格＞
・「技術・人文知識・国際業務」や「企業内転
勤」等の在留資格を徹底的に活用し、大学
卒・専門学校卒・高校卒の採用を拡大
【事業者】

②採用拡大及び離職率低下に向けた取組
○国内外のグラハン人材の裾野の拡大
・航空専門学校とグラハン会社、空港
会社、空港事務所との連携強化
【航空局、事業者、空港会社等】

○従業員の処遇・労働環境の改善
・給与・福利厚生等の処遇改善【事業者】
・休憩室、更衣室、シャワールーム、駐車場、
冷暖房等の確保【空港会社、事業者】

○女性等の活躍に向けた環境整備
・女性用休憩室、パワーアシストスーツの導入等
【空港会社、事業者】

○空港をとりまく環境の改善
・深夜、早朝時間帯の空港アクセス
向上、空港周辺の住居確保など
更なる就業環境の改善
【空港会社、事業者】

③人材育成の共同化推進
・共同研修や訓練用シミュレーターの共有化に向けた検討
【航空局、事業者、空港会社等】

トレーラーハウス型休憩室
(成田空港)

ランプサイドの空調装置(ミスト)
(中部空港)

パワーアシストスーツ
(関西空港)

提供：関西エアポート株式会社
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2020 2021 2022～ （年度）

地域限定型「規制のサンドボックス」

サービス
提供

業界基準として策定
産業規格（JIS）化

小型化等技術開発

より高いレベルを支える
制度設計の基本方針
の策定や環境整備

シ
ス
テ
ム

ドローン情報基盤システム(DIPS)
電子申請サービス
飛行情報共有サービス

我が国の社会的課題の解決に貢献するドローンの実現空の産業革命に向けたロードマップ2020
2020年７月17日
小型無人機に係る環境整備に向けた官民協議会

申請処理期間の短縮

多数接続技術・周波数共用技術の開発

制
度
の
整
備

所有者情報の把握

機体の安全性確保
操縦者等の技能確保
運航管理に関するルール等

航空法改正 基準・要件の具体化

具体的な制度の検討 制度の整備 技術基準等の制定

メーカー・販売店等への周知

登録機能の開発・整備
機体・操縦者・運航管理に係る
次期システムの基本設計 運用開始次期システムの開発・整備

福島ロボットテストフィールド

機体の安全基準評価手順検討
サイバーセキュリティ基準の検討

技術・制度課題等の実証分析・技術開発

遠隔での有人機・無人機の飛行位置把握に関する技術的検証

技術的検証 技術規格の策定

小型化・省電力化等

運航管理システム(UTMS)
API連携による多数事業者の相互接続

リモートID

衝突回避等技術

技術的検証 技術規格の策定ネットワーク型

導入対象範囲や運用体制等の整理

ガイドラインの周知等 より一層の 普及拡大

より一層の普及拡大
レベル１，２（目視内、操縦・自動/自律）
空撮、農薬散布、点検、測量等
レベル３（目視外（補助者なし）、無人地帯）
本土・離島間、山間地物流等

レベル４（目視外（補助者なし）、有人地帯）
物流、警備等 課題分析 ガイドラインの周知等

UTMSの本格的な
社会実装

・航空機、小型無人機
相互間の安全確保と調和
・動態飛行情報共有の
段階的導入

高い安全性と信頼性
の機体

・落ちない・落ちても安全
・高度な自律飛行

社会的受容性の確保

レベル４のより高い
レベルへ

・より人口密度の高い地域
・より重量のある機体
・多くの機体の同時飛行
・航空機、空飛ぶクルマとの
共存

成果反映

国際標準(ISO等)化

次期システム
への活用を検討

制度開始

周
知

制度
開始

運用開始

制

度

・

技

術

の

概

成

有

人

地

帯

で

の

目

視

外

飛

行

（

レ

ベ

ル

４

）

の

実

現

リモートIDに関する要件整理

電
波
利
用

携帯電話等の上空利用

山間・離島等における対策

ブロードキャスト型

社
会
実
装

評価試験
・認証対応

基
本
方
針

法改正 制度の創設・運用

試験設備・実証環境の充実

運航管理システム機能構造等の国際規格化、海外動向調査の実施等

ガイドラインの周知等

レベル４を見据えた実証実験等

環
境
整
備

ユースケース（プラント点検・災害対応・警備等）に応じた飛行訓練環境の整備・提供

先行事例調査

機体性能評価

技
術
開
発

空の産業革命に向けたロードマップ2020
我が国の社会的課題の解決に貢献するドローンの実現

空の移動革命に向けたロードマップ

継続的に離着陸可能な場所の確保
（運航者による地元地域、地権者等との調整、陸上交通等との円滑な接続）

試験飛行の拠点としての福島ロボットテストフィールドの整備

必
要
な
制
度
の
整
備

事業スタート（目標：2023年） 実用化の拡大

制
度
や
体
制
の
整
備

事
業
者
に
よ
る

利
活
用
の
目
標

空の移動革命に向けた ロードマップ

試験飛行・実証実験等（目標：2019年）

2019年～ 2030年代～

型式証明
耐空証明

技能証明

運送・使用事業
の制度整備

地上からの遠隔操縦、機上やシステム等による高度な自動飛行などの技術開発に応じた制度整備

技術開発に応じた安全性基準・審査方法の見直し

国際的な議論を踏まえて実施

新たなビジネスモデルに応じた運送・使用事業の制度整備の見直し

都市部を高頻度で飛行

試
験
飛
行
の
許
可

離着陸場所・空域・
電波の調整・整備

既存の航空環境とも整合

機体の安全性
の基準整備

国際的な議論を踏まえて策定・審査

技能証明
の基準整備

利用者利便の
確保のあり方検討

技術開発に応じた空の交通ルールの検討

試験飛行のための離着陸場所・
空域の調整・整備

このロードマップは、いわゆる“空飛ぶクルマ”、電動・垂直離着陸型・無操縦者航空機などによる身近で手軽な空の移動手段の
実現が、都市や地方における課題の解決につながる可能性に着目し 、官民が取り組んでいくべき技術開発や制度整備等につい
てまとめたものである。 (注)今後、他の輸送機器・機関の開発動向を踏まえ、空の利用に関するグランドデザインが必要になることを留意 。2018年12月20日空の移動革命に向けた官民協議会

2020年代半ば

災害対応、救急、娯楽等にも活用

社会的に受容される水準の達成

離島や山間部から都市部へ拡大

事業者による
ビジネスモデルの提示

都市部における飛行の本格化

実証実験等の結果をフィードバック

ヘリコプターやドローンの事業
による経験のフィードバック

保険加入、被害者救済ルール等

都市での人の移動

地方での人の移動

物の移動

事業の発展を見越した空域・電波利用環境の整備
総合的な運航管理サービスの提供

新たなビジネスモデルに応じたヘリポート等の確保

機
体
や
技
術
の
開
発

安全性・信頼性の更なる向上安全性・信頼性 を確保し証明する技術の開発

自動飛行
運航管理

電動推進

• 機上システムによる高度な操縦支援（自動飛行）
• 地上からの遠隔操縦

機上や地上のシステムの技術開発
（飛行を容易にする技術等）

航空機と
同レベル
の安全性
や静粛性
の確保 • 航続距離の向上：電池、モーター、ハイブリッド、軽量化等の技術開発

• 静粛性の向上：回転翼の騒音を低減させる技術の開発 等

電動推進かつ人がのることができる構造の機体の実現

試
作
機
の
開
発

サービスの拡充

ハイブリッドを含む

事業化に必要な航続距離や
静粛性等を確保する技術の開発

ハードとソフト

（安全、騒音、環境等）

高度な自動飛行多数機の運航管理、衝突回避等
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■対象航空機 ：９人以上の旅客、1,500メートル以下の長さの滑走路で離着陸できる飛行機
■補 助 方 式 ：補助対象航空機及びその部品の購入に要する費用の45%（沖縄路線に就航する場合は、

75 %）を補助

２．機体購入費補助

■ターボジェット機 （E170等） 一般路線の １/ ６
■その他航空機 （ATR42-600等） 一般路線の １/ ８

うち、着陸料 ６ｔ以下（ｱｲﾗﾝﾀﾞｰ等） 一般路線の １/１６
航行援助施設利用料 15ｔ未満（ﾄﾞﾙﾆｴ228等） 一般路線の １/１６

※以下の措置については、離島路線にも適用される。
最大離陸重量 50ｔ以下の小型機材に係る着陸料について、上記に加えて20％の軽減
(20ｔ以下の小型機材については30％の軽減）
最大離陸重量 15ｔ～20ｔの小型機材に係る航行援助施設利用料について、上記に加えて１／２の軽減

※令和３年度においては、国内線（離島路線を含む）に係る着陸料、停留料、航行援助施設利用料につい
て、合計で約９割軽減する。

４．着陸料の軽減、航行援助施設利用料の軽減

■最大離陸重量 30ｔ～70ｔ（E170等） 取得後３年間１／３

その後３年間２／３に軽減
■最大離陸重量 30ｔ未満 （ATR42-600等） 永久に１／４

６．固定資産税の軽減

■対象航空機 ：９人以上の旅客、1,500メートル以下の長さの滑走路で離着陸できる飛行機
■補 助 方 式 ：衛星航法補強システム（MSAS）受信機購入に要する費用の45%（沖縄路線に就航する

場合は、75%）を補助

３．衛星航法補強システム（MSAS)受信機購入費補助

離島航空路維持対策

■都道府県ごとに設置される協議会において、離島の生活に必要不可欠な航空路の確保維持の内容に
ついて検討を行い、生活交通確保維持改善計画を策定

■補助対象路線
経常損失が見込まれる路線のうち、
①最も日常拠点性を有する、
②海上運送等の代替交通機関により概ね２時間以上、
③２社以上の競合路線でない路線

■補助対象経費は、実績損失見込額と標準損失額のいずれか低い方
■補助対象経費の１／２以内を国が補助（残り１／２は地域で負担）
■制度拡充 （平成２３年度下半期～） 特別会計から一般会計へ移行

（平成２４年度～） 離島住民運賃割引の拡充を支援
（平成２６年度～） 離島住民運賃割引の基準運賃の引き下げ

最も日常拠点性を有する路線に準ずる路線については、
離島住民運賃割引の補助対象とできるよう要件を緩和

１．運航費補助

■一定の離島路線に就航する航空機について、令和３年度まで適用されている軽減措置から更に軽減する。

１㎘ ＝ 13,500円 （従来の軽減措置） → 6,750円 （令和3年度限り）

■沖縄路線に就航する航空機についても、上記と同様に更に軽減。

１㎘ ＝ 9,000円 （従来の軽減措置） → 4,500円 （令和3年度限り）
※沖縄路線の適用対象には、沖縄県の区域内を結ぶ全路線も含む。

５．航空機燃料税の軽減



・バンダラナイケ国際空港改善事業（パッケージＡ）工事契約締結（令和２年３月）

・バンダラナイケ国際空港改善事業（パッケージＢ）工事契約締結（平成２９年２月）

・ハズラット・シャージャラール国際空港拡張事業（第１期）工事契約締結（令和２年１月）

・ナザブ空港整備事業契約締結（令和元年１１月）

・新ウランバートル国際空港運営事業契約締結（令和元年７月）

・ハバロフスク国際空港株主間協定締結（平成３０年１２月）

・パラオ国際空港ターミナル運営事業契約締結（平成２９年８月）

・ミャンマー無償資金協力（航空管制システムの導入）締結（平成３１年４月）

・タイ実証実験プロジェクト（航空管制システム）締結（令和元年１月）

※主な成果

アジア周辺の主なインフラ案件

スリランカ
・バンダラナイケ国際空港

シンガポール
・チャンギ国際空港

ロシア
・ハバロフスク国際空港

タイ
・ウタパオ国際空港
・航空管制

パプアニューギニア
・ナザブ空港、
トクア空港

パラオ
・パラオ国際空港ベトナム

・ロンタイン新国際空港
・航空管制

ラオス
・ワッタイ国際空港

バングラデシュ
・ハズラット・シャージャ
ラール国際空港

ミャンマー
・ハンタワディ新国際空港、
ヘホー空港、ニャンウー空港
マンダレー国際空港
・航空管制

モンゴル
・新ウランバートル国際空港
・航空管制

航空分野のインフラ国際展開

海外における航空インフラプロジェクトについては、アジア等における航空需要の拡大を背景として、
優れた技術や海外プロジェクトへの経験を有する我が国企業にも多くのビジネスチャンスが見込まれて
いるものの、市場獲得の競争は激化しています。また、受注後であっても、相手国の情勢変化等により
円滑な事業の推進に支障を来す場合には、官民連携のもと、適切に対応する必要があります。
このため、我が国企業の受注獲得に繋げるべく、相手国政府への働きかけや情報収集等の取組みに加え、

受注した案件のフォローアップも継続的に実施します。

２８
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